
　国民の期待にそむき、辞任においこまれた鳩山氏。代わって首相になった菅直人氏
は、“首相の辞任で、「普天間」「政治とカネ」の問題は一件落着した”といいました。と
んでもないまちがいです。
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　グラフをみてください。沖縄では、「普天間基地の辺野
古移設に反対」「無条件撤去」が、もっともつよい県民の
声です。ところが菅政権は、辺野古に基地を移設するとし
た「日米合意」を引き継ぐと公言しています。
　新政権が「民意」を無視しつづけるかぎり、問題は解決
にむかいません。「沖縄の声」をまっすぐうけとめて、「無条
件撤去」の交渉をアメリカとおこなうことが問題解決のい
ちばんの近道です。
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菅新政権に問われているのは

アメリカと財界に
モノがいえる政治に

「沖縄の声」をまっすぐうけとめ、
アメリカと交渉を

　首相と幹事長がそろってやめても、疑惑の解明はさ
れないままです。民主党がクリーンな党だというなら、少
なくとも小沢氏を証人喚問し、国会の場で真実を語らせ

るべきです。腐敗の温床＝企業・団体献金をきっぱりこと
わるべきです。

　「沖縄の情勢はもう後もどりできないところにきている。無条件撤
去しかない」（志位）「立場はちがうが、今後も意見交換していこう」
（米側）──日本共産党の志位和夫委員長は５月、ニューヨークの
ＮＰＴ再検討会議に参加した際、米政府と直接話しあいました。
　企業・団体献金をいっさいうけとらない清潔な党として、派遣労働

の規制に抵抗する財界にたいしても、「雇用は正社員があたりまえ
に」「大企業は社会的責任をはたすべき」と提起しています。
　アメリカにも財界にも、はっきりモノがいえる日本共産党がのびて
こそ、国民のための政治を実現できます。

疑惑の真相をあきらかにし、
責任をはたすべき
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沖縄県民の声 反対の理由
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